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私の研究の中間総括
研究はドイツとフィンランドが中心

横 山 純 一

⚑ 第⚑次大戦前のドイツ（プロイセン邦国）における邦国と市町村間の地方財政
調整の展開

定年が近づいた時期に著書⚒冊を出版することができた。⽝転機にたつフィンランド福祉国家

―高齢者福祉の変化と地方財政調整制度の改革⽞（同文舘出版，2019 年⚑月刊）と⽝ドイツ地方

財政調整制度の歴史と特質―第⚒帝政期，ワイマール期，ナチス期の邦国（州）―市町村間に

おける展開⽞（同文舘出版，2020 年⚑月刊）である。幸いなことに，前者は地方財政学会，社会政

策学会などの学会で取りあげられ，一部の雑誌や新聞でも紹介された。後者は自治体学会などで

取りあげられた。

私の主要な研究はドイツとフィンランドを対象とするものであった。ドイツについては，ドイ

ツの重工業化が本格化した 19 世紀の 80 年代からワイマール期，ナチス期までのドイツ地方財政

の実証研究と地方財政調整の変遷，並びにナチス期に制度的完成に至った地方財政調整制度の研

究である。フィンランドについては，1990 年以降今日までのフィンランドの経済・財政・税制，

福祉の変化などをふまえた福祉国家の研究と地方財政調整制度の研究である。

私の東北大学大学院経済学研究科における修士論文は，ワイマール期の地方財政調整制度で，

連邦─州間ではなく，州─市町村間の地方財政調整に重点をおいたものであった。地方財政調整

制度とは，簡潔に言えば，自治体間の財政力の不均衡を何らかの形で是正する制度である。日本

の場合は地方交付税制度がこれにあたる。ドイツなどの連邦国家の場合も，日本のような単一国

家の場合も，地方財政調整制度で重要となるのは基礎自治体だと考えていたので，ドイツの研究

ではライヒー州間ではなく，州─市町村間の財政関係の研究を行ったのである。

東北大学大学院経済学研究科博士課程に進学すると，私の興味・関心は第⚑次大戦前の邦国

―市町村間の地方財政調整に移った。というのは，地域間格差は 19 世紀の 80 年代以降に重工

業化が最も進んだドイツにおいてこそ顕著にあらわれるのではないか，このために地方税負担の

地域的不均衡が生じ，ドイツでは他国に先んじて地方財政調整の動きが顕在化していったのでは

ないだろうか，と考えたからである。修士論文の執筆を通じてワイマール期には大きな地方財政

調整の進展がなかったことを知ったことも，私の研究関心を第⚑次大戦前に向かわせたといって
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よいだろう。

しかし，この研究の当初，めぼしい資料が見つからなかったため，かなり苦しんだ。そして，

そのようなこともあってか，第⚑次大戦前のドイツで，本当に地方財政調整が進んでいたのかに

ついて，次第に不安が募っていった。

このような時，プロイセン邦国議会議員で地方財政調整の推進論者であったノイキルヒ

（Zedlitz Neukirch）が第⚑次大戦中に書いた本を，たまたま東北大学総合図書館の書庫の中で見

つけた。そこには，ドイツ最大の邦国であるプロイセン邦国において，1890 年代以降に義務教育

費国庫支出金の中に地方財政調整を加味する形で地方財政調整が行われていたことや，第⚑次大

戦直前に提案されたバトッキー（Adolf von Batocki）の新しい地方財政調整の試み（1912 年のバ

トッキーの地方財政調整提案）が述べられていた。そして，第⚑次大戦が終了したら，あらため

て地方財政調整を推し進めなければならない，というノイキルヒの強い決意が述べられていたの

である。

ノイキルヒは第⚒帝政の存続を前提にしたうえで地方財政調整を考えていた。このため，ノイ

キルヒの考えはドイツ革命によって実らなくなってしまったけれども，私はノイキルヒの本に書

かれていた内容に研究の重要なヒントを得ることができたのである。

これ以降，私の研究が進むようになった。必要となる資料は東北大学にはほとんどなかったの

で，京都大学や東京大学などで資料取集した。さらに，直接ドイツに手紙を書いて文献のコピー

を送ってもらったりした。そして，義務教育費国庫支出金とその中で次第に加味されていった地

方財政調整，バトッキーの地方財政調整提案，ドイツ東部地域の農村財政の実態について研究を

進め，第⚑次大戦前のドイツの地方財政調整について⚔本の論文を発表することができた。そし

て，これらの論文の⚑本が東京市政調査会藤田賞を受賞でき，さらに⚔本の論文をベースに博士

論文を作成し，東北大学から経済学博士号を取得することができた。

そして，第⚑次大戦前の地方財政調整の研究にいったん区切りをつけた後は，ワイマール期と

ナチス期の地方財政調整の展開についてまとめ，第⚑次大戦前，ワイマール期，ナチス期の地方

財政調整（邦国─市町村，州─市町村）をまとめた著書を出版する予定だった。しかし，次第に，

北欧型福祉（主にフィンランド）の研究に関心をもつようになり，ドイツの研究から離れてしまっ

た。

⚒ フィンランド福祉国家の研究―税財政，高齢者福祉，地方財政調整制度

私がフィンランドの研究を始めた契機は，包括補助金制度が創設された翌年の 1994 年⚖月に，

フィンランドを半分旅行気分で訪れたことにあった。ヘルシンキの夏至祭を見学したり，ヘルシ

ンキからストックホルムまで豪華客船（シリアライン）に乗船したり，ラップランドの北部にお

いて真夜中の太陽（夜中でも太陽が沈まない）を見学したりした。また，スウェーデンののどか

だが風情のあるスカンセンや古い街並みのガムラスタンに行き，英気を養った。その一方で，フィ
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ンランドの包括補助金制度に強い関心を抱いた。ちょうどそのころ，日本では地方分権の議論が

花盛りだったので，包括補助金を日本の地方分権に活かせないのかと思いを巡らせたのである。

その後，頻繁にフィンランドを訪れるようになり，福祉と財政，地域経済を中心に勉強した。

その中で，フィンランドやスウェーデンが，1990 年代の後半以降グローバル化の中で変化にさら

され，福祉給付の抑制や福祉の民営化の進行など，これまで言われてきた北欧型福祉国家とはか

なり異なった様相になっていることに気づかされた。

フィンランドは 1980 年代後半に高成長を実現し，福祉が拡充した。アメリカのレーガン革命，

イギリスのサッチャーリズム，日本の臨調改革など，新保守主義が隆盛のもとで新自由主義的な

政策がアメリカ，イギリス，日本などにおいて行われていた時，フィンランドをはじめとする北

欧諸国は福祉の充実に努めており，新自由主義とは別の道を歩んでいるとされ，日本ではとくに

政治や政策においてオルタナティブを模索している人々から高い評価を得ていたのである。

しかし，1991 年の大不況後に状況が一変した。フィンランドの経済成長が鈍化したのである。

1990 年代後半に経済がノキア社など ITを中心とする電気工学機械産業を軸に成長軌道にのった

ものの，1980 年代のような高い成長と雇用はとても望めなかった。さらに，EU加盟やグローバ

ル化の波にさらされる中で，二元的所得税の導入が行われるとともに，所得税の総合制や累進制

の見直し，富裕税の廃止等が行われた。

さらに，緊縮財政と財政支出削減が打ち出された。⽛課税に関する国際的な圧力や世界的な租

税競争，租税の雇用への影響の観点から，もはや公的部門の財政問題を高い税率を維持すること

によって解決することは適切なことではない。フィンランドのいくつかの租税は国際基準と EU

基準に照らせば大変高い。財政支出の削減こそが公的部門の財政を改善する本質的な方法なので

ある⽜（Ministry of Finance “Economic Survey September 1998”, 1998）。大きな政府の見直しであ

り，これまでの高福祉・高負担国家からの転換であった。そして，フィンランドの政策当局は，

このような認識を，1990 年代後半以降今日まで，ほぼずっと持ち続けたのである。

私は研究を進める中で，また，フィンランドの自治体関係者や福祉関係者，市民活動団体の人

たちにヒアリングをする中で，フィンランドにおいて福祉予算の削減や福祉給付の見直し，福祉

民営化が進んでいることを理解した。しかし，その一方で，このような北欧型福祉の状況の変化

をあまり知ろうとせずに，北欧礼賛を続ける日本の福祉関係者等が多数存在した。フィンランド

の関係者と日本の福祉関係者の認識のギャップを感じないわけにはいかなかった。とくに 21 世

紀に入ってまもないころから，私はこの点を強く感じるようになった。フィンランドの福祉に大

きな変化が生じていたことは疑いようがなく，これまでの北欧型福祉国家の在り方自体が転機に

たっていると考えられた。このような中で，フィンランドの高齢者福祉の実相に迫らなければな

らないと考え，高齢者福祉サービスの変化や民営化の進展について本格的に研究するようになっ

た。

それでも当初は短期間でフィンランドの研究を切り上げるつもりだったが，私の関心はフィン
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ランドの福祉だけではなく，フィンランドの地方財政調整制度にも及ぶようになった。フィンラ

ンドの地方財政調整制度については，1993 年の包括補助金の創設，2010 年の一般補助金の創設，

2015 年の一般補助金の交付基準の大幅な見直しなど，大きな改革が頻繁に行われたので，いやが

おうにも関心を抱かざるを得なかったのである。そして，2019 年⚑月に，ようやく⽝転機にたつ

フィンランド福祉国家―高齢者福祉の変化と地方財政調整制度の改革⽞（同文舘出版）を出版す

るところまでこぎつけることができたのである。

⚓ ワイマール期とナチス期の州―市町村間の地方財政調整

そして，今から数年前くらいから，フィンランドの研究と同時並行的にドイツの研究，つまり

ワイマール期とナチス期の地方財政調整に的を絞った研究を始めるようになった。何とか定年前

に，ワイマール期とナチス期の地方財政調整の研究をまとめ，第⚑次大戦前の地方財政調整と合

わせて⚑冊の本を書きあげたいと思ったからである。

ワイマール期とナチス期の地方財政調整の研究では，財務官僚であるヨハネス・ポーピッツ

（Johannes Popitz）に焦点を当てた。なぜなら，ポーピッツはワイマール期の地方財政調整に深

く関与するとともに，その不備を厳しく批判していた。そして，ナチス期に財務大臣になって，

ドイツの地方財政調整制度の制度的完成に導いた人物だったからである。ドイツでは，ナチス期

にできた制度（州─市町村間）が，戦後西ドイツにほぼ引き継がれたといってよいだろう。

ワイマール期には都市が隆盛となった。そして，都市の財政需要が大幅に伸びる中で，その反

対に地方財政調整を推進する力は第⚑次大戦前に比べて弱まった。このような中，ワイマール期

に展開された地方財政調整の仕組みは，暫定的，非体系的なものに終始した。私は，このような

ワイマール期の市町村財政の内実に立ち入った研究が重要であると考え，都市財政分析，とくに

ベルリン市政と市財政の分析に力を注いだ。また，農村の考え方を知るために，農村会議議長の

ゲーレケ（Günther Gereke）等の論文や発言について勉強した。

さらに，ワイマール期とナチス期のポーピッツの地方財政調整の考えを研究し，ポーピッツの

地方財政調整についての考え方や，市町村財政や市町村財源に関するポーピッツの考え方が，大

恐慌をはさんで顕著に変化していったことを論じた。そして，大恐慌以後のポーピッツの考え方

が，1936 年の物税改革と 1938 年のプロイセン財政調整法となって結実したことを示した。こう

して，すでに書いた第⚑次大戦前の地方財政調整に加えて，ワイマール期とナチス期の地方財政

調整についても明らかにできたため，ようやく著書の出版となったのである。

それにしても，もっと早くワイマール期の研究に入るべきだった，もっと早くドイツの研究に

戻るべきだったと痛感している。ワイマール期やナチス期の研究になかなか入れなかった理由と

して，先にフィンランドの研究に集中してきたことを述べたが，実はそれ以外の理由も存在した。

北海道では，過疎問題が深刻になるとともに，市町村合併，道州制，NPOなど地方自治・地域経

済・地方財政にかかわる問題がつぎつぎと生起した。どういうわけか過疎問題，市町村合併，道
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州制，NPO各々に関する北海道庁の審議会・委員会の座長・委員長をすべて引き受けてしまい，

これらの up to date の問題についての研究や北海道内各地域での調査と講演に，かなりの時間を

使わざるを得ない日々が続いたのである。

北海道庁の仕事はどれも重要なもので，引き受けたからには全力で取り組んだけれども，私の

指導教授であった東北大学の吉田震太郎先生（故人）がお元気でおられたときに，この著書を出

版したかったと，つくづく思う。吉田先生には，大学院時代に⽛ナチスが政権をとった理由と少

なくとも政権の初期においては安定していた理由を，地方財政面から明らかにしたい⽜と申し上

げたら，先生から一言⽛そう簡単なことではないよ⽜といわれたことが印象に残っている。その

後もずっと，この問題意識を持ち続けて研究を行ってきたが，著書では，⽛州の清算⽜やポーピッ

ツの市町村財政と市町村財源重視について論じた。これによってほんの少しは答えを出すことが

できたのではないかとひそかに思っているのだが，果たしてどうだろうか。

⚔ 研究の中間総括

やや長々と書いてきたが，これは，あくまで私の研究の中間総括である。北海学園大学での勤

務は終了するが，研究に定年はないのである。

今後もドイツとフィンランドを研究の中心に据えながら，日本の財政や福祉などの研究につい

ても取り組んでいきたいと思っている。最近興味をもったのは，鉱山と鉄道の関係である。例え

ば，東北地方においては，宮城県の細倉鉱山と栗原電鉄，秋田県の小坂鉱山と小坂鉄道，岩手県

大船渡市の石灰石産出鉱山と岩手開発鉄道等である。岩手開発鉄道は今も現役である。鉄道を通

じて日本資本主義を見つめなおしてみたいのである。

私は，年齢とは関係なく研究者は皆ライバルであると思っている。このライバル意識が研究の

向上心を生み出し，研究を伸長させるものと信じている。研究面での良い意味での競争は歓迎さ

れなければならない。研究の中間総括をしたうえで，次の研究ステップを踏んでいきたい。
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履歴（学歴と職歴）
1977 年⚓月 東北大学経済学部卒業
1979 年⚓月 東北大学大学院経済学研究科修士過程修了
1985 年⚓月 東北大学大学院経済学研究科博士課程修了
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1995 年⚔月 北星学園大学文学部教授
2000 年⚔月 北海学園大学法学部教授

学会等
1985 年⚔月 東京市政調査会藤田賞受賞
1988 年⚒月 経済学博士（東北大学）
1993 年⚔月 日本地方財政学会理事（2005 年⚓月まで⚔期 12 年間）
2008 年⚔月 日本地方財政学会理事（2011 年⚓月まで⚑期⚓年間）
2014 年⚔月 日本地方財政学会理事（2017 年⚓月まで⚑期⚓年間）

所属学会は日本財政学会，日本地方財政学会，日本社会政策学会，日本社会福祉学会，日本地域福祉学会，
日本地方自治学会，北ヨーロッパ学会など

教育
地方財政論（⚑部と⚒部の学部⚓～⚔年生），基礎演習（⚑部⚑年生），演習（⚑部⚒～⚓年生）
地方財政論特論（大学院修士課程学生），地方財政論特殊研究（大学院博士課程学生）

学外活動
大学入試センター教科専門委員会委員（1997 年⚔月～1999 年⚓月）
さらに，下記の職務についた
北海道庁の過疎対策検討懇話会座長，市町村合併促進要綱検討委員会委員長，道州制検討懇話会座長，
NPO活動促進検討委員会委員長
恵庭市，帯広市，稚内市，北広島市，小樽市，函館市，新ひだか町，雄武町，占冠村等の市町村におけ
る各委員会委員長（行政改革，税・財政問題，総合計画，まちづくり基本条例などの各委員会）
北海道町村会まちづくりアドバイザー
西紋町村会広域連合研究会アドバイザー

賞の受賞
1985 年⚕月 東京市政調査会藤田賞を受賞
受賞論文は⽛プロイセン地方財政調整の展開（1893-1913）―地方税負担の不均衡とその解決策⽜東北大
学経済学会⽝研究年報経済学⽞45 巻⚔号，1984 年⚑月
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